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交通のサービス水準が低い過疎地域と都市部とでは活動機会に格差が存在すると言われているがこれは

事実であろうか．都市部と過疎地域で活動機会の格差が存在することは実証されているが，この格差が交

通のサービス水準に起因したものか否かは明らかでない． 
そこで本研究では，活動機会の代理指標として「買い物頻度の上限」を，交通のサービス水準の指標と

して「アクセシビリティ指標」を用い，地方都市におけるパーソントリップ調査データと生活実態調査デ

ータから両者の関係を分析した．その結果，交通サービス水準が活動機会に影響していること，とりわけ，

外出能力が低い住民や，交通サービス水準が低い住民への影響が大きいことが明らかになった． 
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1. はじめに 

 

背景に先立ち本研究の重要な概念である活動機会につ

いて述べる．活動機会とは，機能（人が成就しうるこ

と 1)）の集合であり，例えば，買い物できること，通院

できること，通勤できることなどを指す概念である． 

人々が健康的で快適な生活を送るためには，生活の基

礎となる活動（買い物，通院など）を支障なく行うこと

が必要不可欠である．さらに，教育，雇用，居住，レジ

ャーなど多岐に亘る活動機会を得ることも欠かせない．

しかし，一般的に中心地からの距離が遠い過疎地域では，

このような活動を思ったように行なうことができないこ

とが多く，都市部に比べ活動機会が小さいと言われてい

る．そして，その一因が，居住地からサービス提供施設

への到達のしやすさ（以下，交通サービス水準）である

とされているが，十分な実証はなされていない．  

そのため，まず安永ら 2)で都市部と過疎地域で活動機

会の大きさを計測し，両者間に有意な差が存在すること

を実証した．しかし，交通サービス水準と活動機会の関

係は必ずしも明らかにされておらず，この地域差が交通

サービス水準に起因したものか否かは明らかでない． 

そこで，本研究は，交通サービス水準が活動機会の大

きさに及ぼす影響を解明することを目的とする．本研究

では，日常生活に必要不可欠な活動である，食料品の買

い物を対象にし，交通サービス水準との関係を探る．活

動機会自身は計測不可能なため，その代理指標として買

い物頻度の上限を，交通サービス水準の指標として辻

ら 3)によるアクセシビリティ（以下，Acc）指標を用い，

地方都市におけるアンケート調査データから両者の関係

を分析する．本研究の成果は，活動機会の増大を目的と

した施策を検討する際に有用であると考える． 

以下，本論文の構成を述べる．本章では，本研究の背

景と目的を述べた．2.では，活動機会について述べる．

3.では，生活行動分析，活動機会，Acc 指標に関する既

往研究を整理する．4.では，具体的な分析方法を述べる．

5.では，分析に用いるデータを収集するためのアンケー

ト調査を説明する．6.では，活動機会と交通サービス水

準の両者の関係を分析し，結果を考察する．7.では ，本
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I_879



 

 

研究のまとめを述べる． 

 

 

2. 活動機会について 

 

1.で述べたように，活動機会とは，機能（人が成就し

うること 1)）の集合であり，実際の行動（利用した活動

機会）とは完全な対応関係を持たない．活動機会を

集合ܣ，利用した活動機会を集合ܤとすると，集合ܤは
集合ܣの部分集合（ܤ ⊆ であり，利用しなかった活（ܣ

動機会（ܣ ∩ ．ത）が存在する可能性があるためであるܤ

また，認識している活動機会を集合ܥとすると，利用し

なかった活動機会（ܣ ∩ ത）は，活動機会の全容を認識ܤ

して利用しなかった活動機会（ܤത ∩ と，活動機会の（ܥ

全容を認識していないために利用できなかった活動機会

ܣ） ∩  ．とに分類することができると考える（図-1）（ܥ̅

本研究では，個人は必ずしも活動機会の全容を認識し

ているとは限らないと考える．そのため，活動機会は本

質的に計測することができない（活動機会を尋ねても正

確に回答することはできない）と考える．そこで，上記

の関係（ܤ ⊆ を考慮して，計測が可能な実際の行動（ܣ

データの上限を活動機会の代理指標として捉える．ここ

では，活動機会に関して「分析に用いるサンプル内に活

動機会を最大限利用した行動をとった（集合ܣ ൌ集合ܤ
を満たす）サンプルが存在する」という仮定を考慮して

いる．サンプル数が多いとき，また活動機会を最大限利

用した行動をとる人の割合が高い活動が分析の対象であ

るとき，この仮定を満たす可能性が高い．しかし，本研

究ではサンプル数の基準値を定めておらず，基準値の選

定には今後合理的な検討が必要である．  

 

 

3. 既往研究 

 

(1) 既往研究 

a) 生活行動分析 

 活動機会に関連する研究として，「実際の行動」を対

象にした生活行動分析に関する研究を整理する．生活行

動分析に関する研究は多くなされている．例えば，国土

交通省が実施した調査 4)では，個人のトリップ数に影響

を及ぼす要因として，年齢，性別，自動車利用可能性が

挙げられている．また，宮崎ら 5)は，高齢者を対象にし

た生活行動実態調査より，自動車利用の有無や公共交通

のサービスレベルが外出頻度など生活行動に影響を及ぼ

すことを明らかにした．また，橋本・田尾 6)はアンケー

ト調査で得たデータを用いて数量化 II類分析を行い，運

動機能，店舗までの時間，性別，年齢が外出頻度に影響

を及ぼすことを明らかにした． 

  

図-1  活動機会の概念図 

 

しかし，これらは実際の行動の影響要因であり，活動

機会に影響を及ぼすかは不明である．宮崎ら 5)のように，

生活行動と交通サービス水準との関係を解明した研究も

見られるが，本研究は，実際の行動そのものではなく，

その上限である活動機会に着目している点で，これらの

研究と異なる． 

 b) 活動機会 

 活動機会の計測に関する研究はさほど蓄積がない． 

土木計画学の分野では，力石ら7）が移動に関する機能

の計測手法を整理しており，外出頻度などの行動結果や，

効用・満足度を評価指標にした計測が，機能と完全な対

応関係を持たないことを指摘している．その理由として，

これらの計測手法は，活動が妨げられている「制約」の

視点と，活動はできたが結果的にしなかった「選択」の

視点を識別できないことを挙げている．（「制約」が本

稿 2.における活動機会（集合ܣ）を規定し，「選択」が

利用した活動機会（集合ܤ）を規定すると考える．）さ

らに，「制約」と「選択」が識別できる計測手法として，

機能の最大実現点を推定するフロンティア分析を挙げて

いる． 

本研究でも，力石ら 7)と同様に，活動機会の計測にお

いては，最大実現点に着目する必要があると考える．そ

こで本研究では 2.で述べた通り，実際の行動データの上

限を活動機会の代理指標として捉える． 

土木計画学における，交通サービス水準と活動機会の

関係に関する研究として，先述の安永ら 2)のほか，新

田・竹林 8)が，活動・参加機能の達成状況（活動機会と

ほぼ同義）を得点化により評価し，その強い影響因子と

して，自動車の利用可否，自力歩行距離，居住地区（施

設の立地状況の差異や，交通サービス水準などが関係）

を挙げている．しかし，具体的な交通サービス水準と活

動機会の関係は不明である．また，移動のしやすさと生

活の質の関係に着目した研究として，森山ら 9)は移動の

しやすさが向上することによって，各種活動のしやすさ

が向上することを示した．ここでは，買い物のしやすさ

や，移動のしやすさが個人の満足度を用いて評価されて

おり，活動機会の評価尺度としては適当ではない．  
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以上の既往研究より，交通サービス水準は活動機会に

影響を及ぼす可能性が高いと推察されるが，その具体的

な関係は未だ明らかでない． 

また，Activity-based approachに基づいた活動交通分析に

関する研究にも，交通サービス水準が活動の遂行に及ぼ

す影響を扱った多くの蓄積があり 10)，その一部は実行可

能な活動パターンの選択肢集合に関する分析を行ってい

る（例えば，Haሷgerstrand11)，Lenntorp12)）．しかし，それ

ら選択肢集合に関する研究では，実際の活動に基づいた

分析・評価が行われていない 10)． 

社会的疎外（Social exclusion）に関する研究では，例え

ば，Lucas13）は，社会的疎外の概念を考慮した英国にお

ける複数の交通政策の事例を紹介し，それらの交通政策

を論じている．また，Stanley and Lucas14)は，交通・社会

政策の分野に社会的疎外の概念を導入する重要性を述べ

た上で，社会的疎外と交通に関する研究を整理している．

さらに， Currie et al.15)は，公共交通機関の不足や経済的な

困窮が，移動頻度・移動方法・移動距離の制約に繋がる

ことを示している．  

  他に厚生経済学の分野では，例えば，Brandolini et al.16)

が，機能を計測し，男女間や地域間の比較を行っている．

ただし，ここでは機能の計測が自己評価に依存する手法

でなされている． 

c) Acc指標 

 交通サービス水準の評価指標として，公共交通に関す

るAcc指標を用いる． 

路線バス等の公共交通は，路線とダイヤが固定されて

いるため，実行可能な個人の活動パターンは制約されて

いる．そして，この制約が公共交通を利用して活動をす

る際の活動のしにくさを生じさせているため，公共交通

計画に用いるAcc指標としては，この制約を考慮した指

標である必要がある． 

谷本ら 17)は，既往の Acc指標が，この制約を直接的に

考慮していないこと明らかにした．その上で，制約を考

慮しうる指標として，所与の公共交通サービスのもとで

実行可能な時間配分を数え上げる方法を定式化している． 

本研究は，自家用車利用者を対象に交通サービス水準

と活動機会の関係の解明を行うが（自家用車利用者を対

象にする理由は 4.で述べる），将来的に公共交通サービ

スにより活動機会を増大させることを目指す．そこで本

研究では，交通サービス水準の評価指標として，谷本

ら 17)が提案し，辻ら 3)が改良した以下に示す Acc指標を

採用する． 

谷本ら 17)は，バスダイヤを全員が利用できることを前

提としているが，実際は個人の身体的な問題や，個人の

外出可能な時間帯などにより活動に制約が生じると考え

られる．そこで，喜多ら 18) は，谷本ら 17)の指標を基に

時間的側面に加えバス停への歩行など身体的側面を考

慮しうるよう拡張した指標を構築している．また，喜

多ら 19)では，利用可能な活動を行う施設の営業時間や個

人の外出可能時間帯を考慮し得るように谷本ら 17)の指標

を拡張した． 

さらに辻ら 3)は，以上の指標を統合し，バス停への歩

行やバスダイヤ，施設の営業時間帯，個人の外出可能時

間帯など活動機会に与える影響を統合的に考慮した公共

交通利用者の活動機会の大きさを測定する指標を構築し

た．そして，構築した指標を公共交通計画情報として用

いる場合の測定法を提示したが，住民の活動実態と関連

づけた実証分析は行われてはいない． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

 1.で述べたように，交通サービス水準と活動機会との

関係を明らかにすることは有用である．しかし，前述の

ように，交通サービス水準が活動機会に影響を及ぼすか

否かは必ずしも明らかにされていない．そこで，本研究

では，活動機会の代理指標として買い物頻度を，交通サ

ービス水準の指標として辻ら 3)の Acc 指標を用い，地方

都市におけるアンケート調査から両者の関係を分析する．

活動機会は，前述の「活動機会は実際の行動の上限であ

る」という考えに基づいて計測する． 

 

 

4. 分析方法 

 

(1) 概説 

 交通サービス水準と活動機会の関係を明らかにするた

め，以下の手順で分析を行う．初めに，活動機会の代理

指標を選定する．次に，活動機会に影響を及ぼす可能性

の高い要素（影響要素）を抽出し，それらを交通サービ

ス水準と，その他の影響要素に分類する．そして，交通

サービス水準以外の影響が同質になるように，サンプル

をグループ分けして，その他の影響要素による影響を統

制し，両者の関係を分析する（図-2）． 

 

(2) 行動データからの活動機会の計測 

分析の対象とする活動を選定する．本研究は交通サー

ビス水準の向上により，活動機会を増大させることを想 

 

 

図-2 分析の概要 
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定しているため，多岐に亘る活動の中から，日常生活に

不可欠な活動を選定する．新田・竹林 8)は，通院，買い

物，親族・友人との面会など 13 項目を選定し，「通院・

買い物」が日常生活に不可欠としている．本研究も同様

に，「通院・買い物」を日常生活に不可欠な活動とする． 

また，分析対象にする活動は，2.で述べたように，活

動機会を最大限利用した行動をとる人の割合が高い活動

が望ましい．一般的に，健康であれば「通院」は行わな

いが，「(食料品の)買い物」は全住民が行うことから，

「通院」に比べて，住民が活動機会を最大限利用する可

能性の高い「食料品の買い物」を分析の対象にする．こ

のときの活動機会は，「食料品の買い物の機会」であり，

活動機会の大きさは，必要な食料品を必要な時に買うこ

とができる程度である．2.で述べた通り，活動機会は本

質的に計測できない．そこで，必要な時に買い物を行っ

た回数を示す「買い物頻度」に着目し，その最大値を活

動機会の代理指標として計測する．これは，2.で述べた

「分析に用いるサンプル内に活動機会を最大限利用した

行動をとったサンプルが存在する」という仮定に基づく．  

 

(3) 活動機会に影響を及ぼす可能性の高い要素 

 活動機会に影響を及ぼす可能性の高い要素の整理方法

は以下の手順で行う．まず，活動機会と関連のある生活

行動分析に関する既往研究や調査を参考に実際の行動に

影響を及ぼす要素を整理する．次に，各要素が，活動機

会に影響を及ぼす可能性が高いか検討する． 

 まず，3.で述べたように，実際の行動に影響を及ぼす

要因として，国土交通省による調査 4)，宮崎ら 5)，橋

本・田尾 6)では，年齢，性別，外出能力，移動手段，公

共交通サービス，店舗までの移動時間が挙げられている． 

これらの要素から，活動機会に影響を及ぼす可能性の

高い要素を整理する．まず，年齢に関しては，加齢に伴

う外出能力の低下や自動車利用の可能性の低下が直接的

な原因であると推測される 20),21)．このため，年齢ではな

く外出能力，移動手段を分析の対象とする．また，性別

に関しては，自動車利用の可能性に男女差がある 22)こと

が，直接的な原因であると推測するため，性別ではなく

移動手段を分析の対象とする．次に，本研究では，「公

共交通サービス水準」と「店舗までの移動時間」を統合

し「交通サービス水準」とする．公共交通サービス水準

と店舗までの移動時間は，共に「到達のしやすさ」を表

すためである．交通サービス水準には，ダイヤなどの公

共交通サービス水準の評価に加え，自宅から施設までの

移動時間の評価を導入することで統合する． 

 したがって，本研究では，活動機会に影響を及ぼす可

能性の高い要素として，移動手段，外出能力，交通サー

ビス水準を挙げて分析を行う． 

 

(4) 交通サービス水準の評価指標 

a)  Acc指標  

本研究は，食料品の買い物の活動機会に着目しており，

このときの交通サービス水準としては，施設までの移動

時間だけでなく，施設で活動する際の時刻選択の多様性

の評価が重要である．そこで，交通サービス水準は，辻

ら 3)のAcc指標を用いて定量化する． 

指標値は，「自宅から自動車を運転して施設へ移動し，

営業時間［ܶ, ܶ	］に買い物を行い，施設から自動車を

運転して帰宅する」ことが可能な住民の活動開始時刻ݐ௦，

活動終了時刻ݐ௘の組み合わせ(ݐ௦，ݐ௘)を数え上げて定量

化したものである．その際，乗車時間 ௖ܶが増加すると活

動は実行しにくいことを考慮し，減衰項݁ିఉ೎∙ଶ ೎்を導入

している．さらに，個人の外出可能な時間帯を考慮し，

時間帯 t における外出可能な日数の割合݌ሺݐሻを導入して

いる．以上より，指標は式(1)のように定式化される． 

ܣ ൌ ݁ିఉ೎∙ଶ ೎் න න ௘ݐ௦݀ݐ݀	ሻݐሺ݌
௧೐

்

்

்
 (1) 

 ௖：パラメータߚ 

௖ܶ：自動車の片道の乗車時間 

［ܶ, ܶ	］：施設の営業時間 

ሻ： 時刻ݐሺ݌ tにおける外出可能な日数の割合 

b) パラメータ値の設定 

本研究では，喜多ら 18)で用いられた導出方法と同様の

方法で各パラメータの値を設定する．まず，谷本ら 17)で

は，待ち時間 τ による減衰項݁ିఊ∙ఛのパラメータߛの値が，

ߛ ൌ1.814と設定されている．そこで，自動車の乗車時間

による減衰項݁ିఉ೎∙ଶ ೎்のパラメータߚ௖を，待ち時間に対

する等価時間係数を用いて算出する．等価時間係数は，

毛利・新田 23)に基づき次のように設定する．鉄道着席に

よる移動を基準(1.00)とし，待ち時間，自動車の運転の

乗車時間の等価時間係数をそれぞれߤଵ＝1.02，ߤଶ＝1.15

とする．このとき，待ち時間を基準(1.00)とした乗車時

間の等価時間係数はߤଶ/ߤଵである．そこで，乗車時間の

パラメータߚ௖はߚ௖ ൌ ߛ ൈ ଵߤ/ଶߤ ൌ2.045と設定した． 

c) 個人の外出可能時間帯 

個人の外出可能時間帯は，買い物時間帯と，職種から

定める．個人の外出可能時間帯を，実際に住民が買い物

を行った時間，即ち「買い物時間帯」から把握すること

ができるためである．また，労働者は労働時間帯に活動

を行うことは困難である，そこで「職種」ごとの労働時

間帯を想定し，個人の外出可能時間帯を定める．個人の

外出可能時間帯はデータを用いて特定するため，5.で具

体的な特定方法を述べる． 

 

(5) 外出能力の評価指標 

外出能力は日常生活動作 ADL (activities of daily living；
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ADL)で評価する． ADL の指標として老研式活動能力指

標 24)を用いる．老研式活動能力指標は，測定が簡便であ

り，指標の信頼性，妥当性も確認されている 24),25)ため，

高齢者の活動能力測定に広く使用されている．老研式活

動能力指標とは，合計 13 項目の生活機能に関する設問

に「はい」「いいえ」で回答し，「はい」を 1点，「い

いえ」を 0 点として，合計点で ADL を測定する指標で

ある． カットオフ値は定められていないため，研究・

調査により基準値は異なる．例えば，厚生労働省の調

査 26)では，11点以上を「高い」，9,10点を「やや低い」，

8 点以下を「低い」としている．ちなみに，厚生労働省

の調査 26)における 10 点以下の状況を見ると，65～69 歳

の要介護者は 74.3%，要支援者は 57.8%，一般者は 8.5%

の人が 10点以下である． 

また，高齢者の活動能力の測定のために開発された指

標ではあるが，高齢者に限らず幅広い年齢層の ADL 測

定に用いられている（例えば，小糸ら 27）は 18歳以上を

対象に指標を用いている）．本研究でも，高齢者以外を

含めた全サンプルに用いる． 

 

(6) 具体的な分析手順 

a) 交通サービス水準以外の影響の統制と外れ値の除去 

交通サービス水準と活動機会の関係を明らかにするた

め，交通サービス水準以外の影響を統制する．具体的に

は，移動手段，外出能力がほぼ同質になるようにサンプ

ルのグループ分けを行う．初めに，移動手段を自家用車

利用者に限定する．公共交通利用者については，Acc 指

標値の計算が煩雑になる欠点がある．本研究では，公共

交通利用者のサンプルが少ないことから，除外しても分

析に対する影響が小さいと判断し，サンプルを自家用車

利用者に限定する．次に，外出能力は，前述の厚生労働

省の調査 26)における ADL の得点を参考に，11 点をカッ

トオフ値とし，サンプルをグループ分けする． 

また，活動機会の計測として，実際の行動（買い物頻

度）の最大値を計測した場合，誤記入等の外れ値に大き

く影響を受ける．そこで，本研究は 90 パーセンタイル

値や 95 パーセンタイル値を用いて，その影響を排除す

る．具体的には，「分位点回帰分析」と「交通サービス

水準別推計」を行う．分位点回帰分析は，分布の上端付

近（90 パーセンタイル値等）をターゲットとした分析

が可能であるため，「分布全体での交通サービス水準と

活動機会の関係」を明らかにすることができる．一方，

交通サービス水準別推計は，分位点回帰分析では確認で

きない，「Acc 指標の値域による交通サービス水準が活

動機会に及ぼす影響の違い」を明らかにできる． 

b)   分位点回帰分析  

分位点回帰モデル 28)は，被説明変数の任意の分位点

ሺߠሻを予測する回帰式を求めるモデルである．本研究で

は，買い物頻度の上端付近（ߠ ൌ 0.9，0.95）を活動機

会の代理指標と捉えて被説明変数とし，Acc 指標値を説

明変数として分析する．モデルは，式(2)で与えられる． 

௜ݕ ൌ ሻߠሺߙ ൅ ሻߠሺߚ௜ݔ ൅ ௜ (2)ݑ

i：観測データの添え字，ݑ௜：撹乱項 

 ሻ：定数項ߠሺߙ，௜：説明変数ݔ，௜：被説明変数ݕ

 ሻ毎のパラメータߠሻ：被説明変数の分位点ሺߠሺߚ

 そして，式(3)によりߚሺߠሻの推定値を得る． 

ሻߠመሺߚ ൌ 

argmin
ఉሺఏሻ

ۏ
ێ
ێ
ێ
ۍ ෍ ሺ1 െ ௜ݕ|ሻߠ െ ሻߠሺߙ െ |ሻߠሺߚ௜ݔ
௬೔ழఈሺఏሻା௫೔ఉሺఏሻ

൅ ෍ ௜ݕ|ߠ െ ሻߠሺߙ െ |ሻߠሺߚ௜ݔ
௬೔ஹఈሺఏሻା௫೔ఉሺఏሻ ے

ۑ
ۑ
ۑ
ې

(3)

c) 交通サービス水準別推計 

b)と同様に，活動機会の計測のために，活動機会に対

する影響要素をほぼ同質にする．具体的には，a) のグル

ープ分けに加え，Acc 指標値がなるべく等しくなるよう

各グループのサンプルをサブグループに分ける．Acc 指

標値のグループ分けは，度数分布表の階級数 k，階級の

幅hの決め方を参考にする．具体的には，式(4),(5)に示す

スタージェスの公式を用いる．  

݇ ൌ logଶ ݊ ൅ 1 (4)
݄ ൌ ሼmaxሺܽሻ െ min	ሺ ܽሻሽ ݇⁄  (5)

n：グループ内のサンプル数 

a：Acc指標値 

 次に，各サブグループ内の買い物頻度の 95 パーセン

タイル値を計測し，活動機会の代理指標として捉える．

この計測方法は2.の活動機会の概念や4.(2)に述べた活動

機会の計測に基づいている．95 パーセンタイル値の算

出方法は以下に示す．まず，式(6)により得られた値の

整数値を a	，小数点以下の値を bとする．次に，サブグ

ループ内のサンプルを買い物頻度の低い順に並べ，(7)

式にそれぞれの値を代入し，得られたyが買い物頻度95

パーセンタイル値である． 
ሼ0.95ሺ݉ െ 1ሻሽ ൅ 1 (6)

ݕ ൌ ሾܽሿ番目の値＋ܾ ൫ሾܽ ൅ 1ሿ番目の値െ ሾܽሿ番目の値൯ (7)

ここで，mはサブグループ内のサンプル数である． 

 

 

図-3 交通サービス水準別推計の概念図 
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最後に，各サブグループの買い物頻度の 95 パーセン

タイル値を活動機会の代理指標，各サブグループの Acc

指標値の平均値を代表値とし，両者の関係を明らかにす 

る．これにより，分位点回帰分析では確認できない，交

通サービス水準が活動機会に及ぼす影響が，Acc 指標値

の値域によって異なるか否かを明らかにする（図-3）． 

 

(7) 分析に必要なデータ 

まず，活動機会の計測のために，食料品の買い物頻度

を把握する．さらに，活動機会に影響を及ぼす可能性が

高い要素として，移動手段，老研式活動能力指標を把握

する．最後に，Acc 指標値を算出するために，乗車時間，

利用する店舗，利用する店舗の営業時間，個人の外出可

能時間帯（買い物時間帯，職種）を把握する． 

 

 

5. データ 

 

(1) 調査概要 

a) 調査対象地域 

地域内に過疎地域，都市部が存在し，交通サービス水

準が多様な兵庫県の三木市を調査対象地域とした．三木

市では，1970年代以降に自由が丘や青山といったニュー

タウン開発がされており，現在では神戸市のベッドタウ

ンとして機能している．三木市人口統計 29)によると，人

口は約 8万人であり，高齢化率は 29.81%である．地区ご

とに見ると，合併前の町村を基本とする 10 地区に分け

てみると，細川や口吉川など高齢化率が 30％を超えて

いる過疎地域も存在する． 

b) 調査方法と回収状況 

事前に市の広報で周知した上で郵送調査によりパーソ

ントリップ調査（以下，PT 調査）を行った．PT 調査の

回答者の中で，引き続き実施する調査に協力すると回答

があった世帯に対して生活実態調査を行った．表-1に調

査方法と調査内容を示す．有効サンプルは，回収したサ

ンプルの中から，調査項目の全ての項目に回答があるサ

ンプルを抽出したものである．分析に用いるサンプルは，

有効サンプルの中から，移動手段が自分で運転する自動

車であり，食料品を購入する店舗が特定できるサンプル

を抽出したものである．また，本研究では施設の営業時

間帯を各買い物施設のホームページから把握する． 

 

(2) Acc指標値の算出 

a)  乗車時間 

乗車時間は，手順 1~3 で算出した．手順 1：経路探索

システム 30)により移動距離と乗車時間を算出する．手順

2：移動距離を道路交通センサス 31)の旅行速度 35.2km/h

（兵庫県（神戸市を除く），一般道路計，昼間 12時間  

表-1 調査概要 

対象地域 兵庫県三木市 

調査母集団 32,566世帯 

抽出方法 無作為抽出 

配布数 7,500世帯 

調査方法 郵送調査 

PT調査 

日付 
平成 26年 9月 7日（日）， 
平成 26年 9月 9日（火） 

内容 

年齢，性別，職種， 
食料品の買い物頻度， 
移動手段，買い物時間帯 
買い物施設 

回収数 5,477（個人票） 

生活実態調査 

日付 平成 26年 11月 25日（火） 

内容 老研式活動能力指標 

回収数 1,237（個人票） 

有効サンプル数 769（個人票） 

分析に用いるサンプル数 329（個人票） 

 

平均旅行速度）で除すことで，乗車時間を算出する．手

順 3：手順 1 で求めた乗車時間を被説明変数変数，手順

2で求めた乗車時間を説明変数として，回帰分析(OLS)を

行い，得られた回帰式(7)より，乗車時間を算出する． 

ݕ ൌ ݔ0.8265 ൅ 0.0419 (8)

y：本研究で採用する乗車時間，x：手順 2の乗車時間 

b)  個人の外出可能時間帯 

 個人の外出可能時間帯を，買い物時間帯と，職種より

想定することで，式(9)に示す時間帯ݐにおける 1 週間の

内で外出可能な日数の割合݌ሺݐሻを定める． 

ሻݐሺ݌ ൌ ൫時間帯ݐにおける外出可能な日数 7 日ൗ ൯ (9)

買い物時間帯の調査結果では全住民が8時頃から22時

頃までの間に買い物を行っていたため，本研究では「買

い物に対する外出可能な時間帯は 8時～22時」と仮定す

る．そして，職種 k により 3 つに分類した次の݌௞ሺݐሻを

本研究の分析で用いる． 

職種が自営業主，家族従業者，雇用者の場合(k=1)，

正規社員の平均労働時間は約8.9時間32) であるので，1時

間の休憩を含み，平日の拘束時間を 8時~18時とする． 

ሻݐଵሺ݌ ൌ ൝
2 7⁄ if 8 ൑ ݐ ൑ 18					
1 if 18 ൏ ݐ ൑ 22		
0 otherwise										

		 (10)

職種がパート，アルバイトの場合(k=2)は，非正規社

員の平均労働時間は約 6.4時間であり 32) ，労働日数は月

15.5 日である 33)ので，45 分の休憩を含め，拘束時間を 9

時半~16時 45分として，この時刻は݌ሺݐሻ ൌ1/2とする． 

ሻݐଶሺ݌ ൌ ൝
1 if 8 ൑ ݐ ൏ 9.5	, 16.75 ൏ ݐ ൑ 22

1 2⁄ if 9.5 ൑ ݐ ൑ 16.75															
0 otherwise																														

(11)

職種が専業主婦・主夫，無職，その他（職業なし）の
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場合(k=3)は，拘束時間が特定できない． 

ሻݐଷሺ݌ ൌ ቄ	1								if 8 ൑ ݐ ൑ 22	
0								otherwise							 

(12)

c)     Acc指標値の算出 

Acc指標が最大値のときの Acc指標値を 1に基準化し，

各サンプルの指標値を算出する．なお，乗車時間が 0時

間，個人の外出可能時間帯が 8時~22時，営業時間が 24

時間営業のときに，指標値は最大値であるとする．そし

て，各サンプルの Acc指標値を最大値で除すことで，最

大値を 1とした Acc指標値を算出する．本研究での Acc

指標値の算出結果は，0.039<Acc<0.799であった． 

 

 

6. 分析結果と考察 

 

(1) 分位点回帰分析 

4.(6) a)の方法で，自家用車利用者を外出能力によりグ

ループ分けした（ADL≧11：サンプル数 279，ADL<11：

サンプル数 57）．そして，被説明変数を買い物頻度，

説明変数を Acc 指標値として，分位点回帰分析（ߠ ൌ

0.9，0.95）を行ない，交通サービス水準が活動機会に

及ぼす影響を明らかにした．パラメータの検定に用いた

標準誤差の計算は，繰返し回数 200回のブートストラッ

プ法による．分析結果を表-2 に，また，ߠ ൌ 0.9におけ

る両者の関係を図-4に示す． 

まず，Acc 指標値のパラメータ推定値に着目する．外

出能力に関わらず，	ߠ ൌ 0.95においては，有意な結果

が得られなかった．これは，外れ値の影響を除くことが

できなかったためと考える．ߠ ൌ 0.9においては，有意

な結果であった．ここで，交通サービス水準以外の影響

要素を統制していることと，活動機会の増大が原因で交

通サービス水準が向上することは考えにくいことから，

交通サービス水準の向上は活動機会の増大に寄与する可

能性が高いこと明らかにした．また，安永ら 2)により見

出された活動機会の地域差は，交通サービス水準に依存

する可能性が高いと判断した．  

次に，外出能力別にパラメータ推定値を比較すると，

外出能力が低い住民は，外出能力が高い住民より，大き

く交通サービス水準の影響を受けることが明らかになっ

た．したがって，外出能力が低い住民は，外出能力が高

い住民に比べ，交通サービス水準の低下がより深刻な問

題である可能性が高いと考えられる． 

 

(2) 交通サービス水準別推計 

前述のグループ分け後，式(4)および式(5)を用いて，

Acc 指標値によりそれぞれ 8 つのサブグループに分け，

Acc 指標値の値域による，交通サービス水準が活動機会

に及ぼす影響に差異を確認した（図-5）． 

表-2 分位点回帰分析によるパラメータ推定値 

外出能力 ADL≧11 ADL＜11 

分位点 0.9 0.95 0.9 0.95 

Acc 3.871** 0.000 7.776** 0.000 

分散説明率 0.032 0.000 0.079 0.000 

サンプル数 272 57

**: p＜.05 

 

 

 

図-4 交通サービス水準と活動機会の関係（分位点回帰） 

 

 

図-5 交通サービス水準と活動機会の関係（水準別推計） 
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Acc 指標値の値域毎の交通サービス水準が活動機会の

及ぼす影響に着目する．Acc指標値が 0.35 以上の場合は，

外出能力に関わらず活動機会は週 6 日以上であった．

（外出能力が低い住民においては，Acc指標値 0.55付近

で活動機会の低下が見られるが，これはサンプル数の不

足により，2.で述べた仮定を満たしていないためである

と考えられる．）一方，Acc指標値が約 0.35 未満の場合

は，外出能力が低い住民の活動機会は大きく減少し，外

出能力による活動機会の差が見られた． 

したがって，活動機会とAcc指標は線形関係でなく，

Acc指標値が 0.35 以上の場合は活動機会に大きな影響が

なく，指標値が約0.35まで低下すると外出能力が低い住

民の活動機会は低下すること，このとき初めて外出能力

により活動機会に顕著な差が生じることを示した．これ

により，交通サービス水準は外出能力やAccが低い住民

の活動機会に大きく影響することを明らかにした． 

 

 

7. おわりに 

 

(1) 得られた知見 

本研究では，交通サービス水準が活動機会に及ぼす影

響を解明することを目的として行ったものである．本研

究より得られた成果として以下の 2点を挙げる． 

1 点目は，交通サービス水準は食料品の買い物に関す

る活動機会に影響を及ぼしている可能性が高いことを示

したことである．この知見により，安永ら 2)により解明

された活動機会の地域差は，交通サービス水準に依存す

る可能性が高いこと，さらに交通サービス水準を向上さ

せることは，活動機会の増大を目的とした施策として効

果が期待できることを示した． 

2 点目は，Acc 指標値が約 0.35 まで低下するとき初め

て外出能力が低い住民の活動機会は減少すること，さら

にこのとき初めて外出能力により活動機会に顕著な差が

生じることを解明したことである．この差により，外出

能力が低い住民の活動機会は，交通サービス水準の影響

を大きく受けることを示した．この知見により，交通サ

ービス水準を向上させる施策は，交通サービス水準が低

い（Acc指標値 0.35未満）住民，特に外出能力の低い住

民により大きな効果が期待できることを示した． 

本研究で得られた成果は，今後の活動機会の増大を目

的とした交通サービス水準に関する施策検討において有

用であると考える． 

 

(2) 今後の課題 

本研究の結果は，2.で述べたような活動機会に関する

仮定や，5.で述べたデータの範囲内で得られた結果であ

るため，結果の利用には注意が必要である．例えば，サ

ンプル数の少ない外出能力が低い住民の活動機会の計測

は 2.で述べた仮定を満足しておらず過小計測されている

可能性がある．これは，外出能力が低い住民を多く含む

サンプルを用いて分析することで改善が可能であるが，

各サブグループに必要なサンプル数について本研究では

十分な考察がなされていないため，今後この点で検討が

必要である． 

また，本研究では，外出能力や Accによって，交通サ

ービス水準が活動機会に及ぼす影響が異なることを示し

たが，その影響の程度が変化する閾値等の定量的な差異

は推定できておらず，この推定は今後の課題である． 
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RELATIONSHIP BETWEEN THE LEVEL OF TRANSPORT SERVICES AND 
ACTIVITY OPPORTUNITIES—MEASUREMENT OF ACTIVITY 

OPPORTUNITIES BASED ON BEHAVIOR DATA— 
 

Satoshi KOMODA, Hirofumi YOTSUTSUJI, Hajime SEYA and Hideyuki KITA 
 

It is considered that there is a disparity of activity opportunities between urban and rural areas, because 
the level of transport service in rural areas is comparatively lower. Empirical studies have clarified the 
existence of disparity, but it is still questionable whether such disparity is caused by the differences in the 
level of transport service. Hence this study aims to examine the relationship between the level of transport 
service and activity opportunities. This study explored the relationship using the quantile regression analy-
sis and the piecewise (segmented) regression with regard to the level of transport service. As a result, this 
study revealed that the level of transport service affects activity opportunities, and that the impact is partic-
ularly larger for the residents who live under the poor public transport service. 
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